
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


株式譲渡契約書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年  月  日

株 式 譲 渡 契 約 書
●●●（以下「甲」という。）と ●●●以下「乙」という。）は、●●●（所在地：●●●）（以下「対象会社」という。）の普通株式について、    年    日、以下の通り売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条　（株式の譲渡）

甲は、乙に対し、本契約の定めるところに従って、その有する対象会社の全ての発行済株式（●●●株）を売り渡し、乙はこれを買い受けることに合意する。

第２条　（売買の代金）

本件株式の売買代金（以下「本件売買代金」という）は、●●●円とする。
第３条　（譲渡の実行）

１．乙は、本日譲渡代金を甲に渡し、甲はこれを受領した。
２．甲は、下記の物を乙に引き渡し、乙はこれを受領した。
①対象会社の実印

②対象会社の通帳
③対象会社の銀行印
④対象会社の全ての店舗及び事務所の鍵
第４条　（対象会社の事業）

対象会社は以下の●●●を運営している。
①
②
③
④
⑤
⑥
第5条　（株主名簿の書換）

甲及び乙は、本日、株主名簿記載事項請求書を対象会社に提出し、対象会社をして、対象会社の株主名簿上の本件株式の名義を、甲から乙に書き換えさせるものとする。

第6条　（表明及び保証）

甲は、乙に対し、本契約締結日及び譲渡実行日において、以下の事項を表明し保証する。 

①本契約の締結に関し、甲は、法的に必要な手続を全て完了している。
②甲は、本件株式を適正な手続に基づいて真正に保有しており、甲が保有する本件株式は第三者の所有権、質権及びその他のいかなる権利、負担の対象とはなっておらず、かつ、その保有する株式は全て真正かつ有効なものである。

③潜在株式を含む対象会社の株式は、普通株式●●●株以外に存在しない。

④対象会社は会社法に基づき適法かつ有効に設立された株式会社であり、設立無効事由は存在しない。
第７条　（対象会社の債務）

　対象会社の全債務は、乙が全て引き継ぐものとする。乙は、速やかに対象会社の代表取締役を乙が指定するものに変更し、甲を対象会社の全債務及び代表取締役の責任から解放しなければならない。
第８条　（引き継ぎ）
１．甲は、乙に対象会社の全事業を円滑に引き継がなければならない。対象会社の全従業員に通知するとともに、対象会社の取引先及び顧客に通知しなければならない。
２．甲は    年   月  日までの間は、乙の下で勤務するものとする。この報酬は金●●●万とし、乙は  年  月  日に甲に支払うものとする。
３．甲は、本日対象会社の全預貯金を下記の口座に送金するものとし、乙は、対象会社の引き継ぎが完了するまで、これを預かるものとする。
　銀行名　：
　種類　　：
　口座番号：
　口座名　：

４
第９条　（精算）

１． 譲渡代金については、　　年　　月　　日までに指定の方法で支払うものとする。
２． 売上金、仕入代金、その他費用については、日割り計算にて精算するものとする。
第１０条　（損害補償）

１．本契約において甲が行った表明及び保証の違反若しくは誤り又は本契約に規定された売主の義務の違反に起因して乙が損害、損失又は費用（以下「損害等」という）を被った場合、甲は、乙に対し、かかる損害等を賠償又は補償する。
２．本契約において乙が行った表明及び保証の違反若しくは誤り又は本契約に規定された乙の義務の違反に起因して甲が損害等を被った場合、乙は、甲に対し、かかる損害等を賠償又は補償する。
第１１条　（解除）

甲又は乙は、①本契約において相手方が行った表明及び保証について重要な点においての違反若しくは誤りが判明したとき、又は②本契約上の義務に、相手方がその重要な点において違反したときは、相手方に対して書面で通知することにより、本契約を解除することができる。

第１２条　（費用）

甲又は乙は、本契約の締結及び履行にかかる費用をそれぞれ各自負担する。
第１３条　（協議事項）

本契約に定めのない事項について、又は本契約の内容について疑義が生じた場合には、甲及び乙が誠意をもって協議してこれを決定する。

第１４条　（準拠法及び管轄）

本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関する訴訟については、●●●地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約の成立を証するため、本書2通を作成し、甲及び乙各自記名捺印の上、各１通を保有するものとする。
年   月   日
甲：　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　乙：　
